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新新新新・・・・論点講義論点講義論点講義論点講義シリーズ３『シリーズ３『シリーズ３『シリーズ３『破産法破産法破産法破産法』初版第』初版第』初版第』初版第 4444刷刷刷刷での訂正での訂正での訂正での訂正    

 

◆本の本の本の本の訂正訂正訂正訂正 

・９頁上から 13行目 

 「（85条１項）」を「（85条１項。ただし、例外として２・５項）」に訂正 

・29頁下から５行目 

 「（53条１項）」を「（153条１項）」に訂正 

・34頁右欄の図 

図中で下に表示されている「債務者」を「破産者」に訂正（以下を参照） 

（誤）                            
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（正）                            

 

 

 

    破産手続開始決定破産手続開始決定破産手続開始決定破産手続開始決定    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

債
務
者

債
務
者

債
務
者

債
務
者    

財
産
財
産
財
産
財
産    

債
務
者

債
務
者

債
務
者

債
務
者    

財
産
財
産
財
産
財
産    信

託
信
託
信
託
信
託    

[[ [[

管
財
人

管
財
人

管
財
人

管
財
人]] ]]     

（（（（信
託
信
託
信
託
信
託
者者者者
））））    

（（（（受受受受
託託託託
者者者者
））））    

（（（（信
託
財
産

信
託
財
産

信
託
財
産

信
託
財
産
））））    

[[ [[

破
算
破
算
破
算
破
算
財
団
財
団
財
団
財
団]] ]]     

മᶒ⪅മᶒ⪅മᶒ⪅മᶒ⪅    ����ཷ┈⪅ཷ┈⪅ཷ┈⪅ཷ┈⪅����    

債
務
者

債
務
者

債
務
者

債
務
者    

財
産
財
産
財
産
財
産    

破
産
破
産
破
産
破
産
者者者者    

財
産
財
産
財
産
財
産    信

託
信
託
信
託
信
託    

[[ [[

管
財
人

管
財
人

管
財
人

管
財
人]] ]]     

（（（（信
託
信
託
信
託
信
託
者者者者
））））    

（（（（受受受受
託託託託
者者者者
））））    

（（（（信
託
財
産

信
託
財
産

信
託
財
産

信
託
財
産
））））    

[[ [[

破
算
財
団

破
算
財
団

破
算
財
団

破
算
財
団]] ]]     

മᶒ⪅മᶒ⪅മᶒ⪅മᶒ⪅    ����ཷ┈⪅ཷ┈⪅ཷ┈⪅ཷ┈⪅����    



 2

・40頁右欄上から２つめの♦７行目 

 「②98条１号」を「②99条１号」に訂正 

・55頁上から３行目 

 「（民 68条１項３号）」を削除 

・80頁右欄２つめの◎ ３行目 

 「再生債権者」を「再生債務者」に訂正 

・84頁下から５行目 

 「消滅させることにある。」を「消滅させることにある（なお、この解除は将来に向けて効果

を生じる）。」に変更 

・84頁右欄♠５行目 

 「帰属することを」を「帰属すること、そしてその報酬につき破産債権として権利行使できる

ことを」に変更 

・100頁上から５行目の 2か所 

 「破産者の義務に属する偏頗行為」を「破産者による偏頗行為」に訂正 

・100頁上から 16-17行目 

 「「義務に属する」行為とは、明文では定められていないが、２号との対比から導かれ、」を削

除 

・100頁上から 18行目 

 「場合である。このような」を「場合のような」に訂正 

・100頁下から 12行目 

 「(3) 破産者の義務に属さない」を「(3) 破産者の行為自体やその時期が義務に属さない」に

訂正 

・112頁下から 10行目 

 「165条前段」を「165条後段」に訂正 

・133頁下から 15行目 

 「代償的取戻権を認めることはできず、」を「代償的取戻権を認めることはできず（62条かっ

こ書参照）、」に訂正 

・155頁下から 16行目 

 「また、本項にも」を「また、本条にも」に訂正 

・167頁下から 18行目 

 「契約関係の所在）」を「契約関係の存在）」に訂正 

・170頁上から 11-13行目以下 

 「後者のうち、国税徴収法により徴収できるものとは、いわゆる公租であり、具体的には、…

…徴収できるものとは、いわゆる公課で、固定資産税…」を「後者はいわゆる公租公課であり、

国税徴収法により徴収できるものとは、具体的には、……徴収できるものとは、固定資産税…」

に訂正 

・179頁右欄２つめの ♥ ２行目 

 「（民 68 条１項３号）」を「（一般社団法人及び財団法人に関する法律 148 条６号・202 条１

項５号、会社 471条５号・641条６号）」に訂正 

・179頁右欄２つめの ♥ ４行目 
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 「（民 74 条）」を「（一般社団法人及び財団法人に関する法律 206 条１号・209 条１項１号、

会社 475条１号かっこ書・644条１号かっこ書）」に訂正 

・180頁上から９行目 

 「国民生活金融公庫、中小企業金融公庫」を「日本政策金融公庫」に訂正 

・191頁右欄１つめの ♥ 

「①」を削除、「②」、「③」、「④」を「①」、「②」、「③」に変更 

 

◆ホームページホームページホームページホームページのみのみのみのみの修正の修正の修正の修正 

・８頁下から 15行目 

 「法定の再生手続開始原因」に「○→」を付け、右欄に「♥ ②は①と重複する部分が多いが、②

を開始原因とできるのは、再生債務者が事業者のときのみ。①は債務者の支払能力の面から破綻

の蓋然性をみるものであるのに対し、②は事業の継続可能性から破綻の蓋然性をみるという違

い。」を挿入 

・11頁上から 13行目 

 「強制執行」に「○→」を付け、右欄に「♥ ただし、この強制執行ができるのは、再生計画によ

る変更後の権利で、履行期の到来した部分に限られる。」を挿入 

・11頁上から 17行目 

 「再生計画を取り消し」に「○→」を付け、右欄に「♥ ただ、かかる重大な結果が生じるのは、

債権総額のうち未履行のものの 1/10以上を有し、かつ、自らの権利の全部または一部が不履行

に陥っている再生債権者が、再生計画取消しの申立てをしたとき（189 条３項）。したがって、

ほんの一部の債務不履行があっただけでは、再生計画の取消しには至らない。」を挿入 

・14頁上から９行目 

 「（234条１項）」に「○→」を付け、右欄に「♥ 個人の場合、病気やリストラなど外在的要因で

事情変更が生じる余地が大きいため、計画の変更を一切認めないというのは妥当でないとの配

慮。」を挿入 

・16頁上から８行目 

 「競売されてしまう。」に「○→」を付け、右欄に「♥ 申立て後開始決定がされるまでの間につ

いては、31 条１項により、担保権者の権利実行は規制されるが、債務者が住宅資金特別条項を

定めた再生計画の提出を予定している場合、197条１項の適用が可能。」を挿入 

・16頁上から 13行目 

 「担保権が付着している場合」に「○→」を付け、右欄に「♣ 住宅を改築リフォームするため、

工務店に発注し、工事が完成したのに、その代金が未払いの場合、工務店は不動産工事の先取特

権（民 325条２号・327条）を有する（ただし、予め予算額の登記が必要（民 328条））。その

効力は抵当権に優先する（民 329条）から、工務店は別除権者となる。」を挿入 

・55頁上から３行目 

 「法人」に「○→」を付け、右欄に「♥ 社団法人については、一般社団法人及び一般財団法人に

関する法律の 148条７号、財団法人については、同法 202条１項５号が破産による当該法人の

解散を規定。また、株式会社については、会社 471条５号が破産による解散を定める。」を挿入 

・58頁上から９行目 

 「（34条４項）」に「○→」を付け、右欄に「♠ 福岡高決平 18・５・18判タ 1223号 298頁は、
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自由財産の拡張は、破産債権者の立場からは法定自由財産とは別に、更に配当原資たる破産財団

の減少の甘受を一方的に迫られることを意味し、債務者の生活の維持等は、原則的には法定自由

財産をもって図られるべきだから、自由財産の範囲の拡張には慎重な態度で臨まなければならな

いと述べ、申立ての時点において、債務者は 34 条 31 号の所定の金銭を法定額の満額所持して

いたこと、雇用保険の受給を開始したこと、家族構成からして過大な生活費の負担を強いられる

ものではないこと、就労の可能性があることなどから、退職金を自由財産とすることを否定し

た。」を挿入 

・61頁右欄♦の末尾に「なお、破産債権者が外国において破産者から任意弁済を受けた場合、ホ

ッチポットルールと同様の取扱いをすべきかが問題となりうる。ただ、ホッチポットルールで前

提となっているのは、破産債権者による権利行使であり、破産者は破産手続開始後、管理処分権

を失い、その行為の効力を破産債権者に対抗できない（47・48条）ことを考えれば、両者は区

別すべき。管財人は、当該破産債権者に対し、破産者からの任意弁済を不当利得として破産財団

に返還するよう求めることができよう。」を挿入 

・76頁上から１行目 

 「解される」に「○→」を付け、右欄に「♠ フルペイアウト方式のファイナンスリース契約のユ

ーザーに民事再生手続が開始された場合、リース会社は、ユーザーへの再生債権を被担保債権と

する担保権を有するとし、最判昭 57・３・30は会社更生の事案で、担保権の実行が認められな

いが、再生では別除権として再生手続によることなく権利行使できるから、担保権の効力に係わ

る倒産解除特約の効力について、更生手続の場合と同一に解する要はないとして、倒産解除特約

の有効性を認めていた（大阪地決平 13・７・19判時 1762号 148頁（百選 56事件）、東京地判

平 16・６・10判タ 1185号 315頁）。しかし、その後、最判平 20・12・16金法 1869号 42頁

は、フルペイアウト方式によるファイナンスリース契約のユーザーに民事再生手続開始の申立て

があったことを契約解除の理由とする旨の特約（倒産解除特約）を、再生手続の趣旨、目的に反

するものとして無効とするに至った。」を挿入 

・78頁上から２行目 

 「（70条後段）。」に「○→」を付け、右欄に「♥ 不動産（とくに建物）の賃借人が賃貸人（破産

者）に敷金を差し入れている場合、賃借人は賃貸借契約の終了（そして賃借目的物の引渡し）を

停止条件とする債権（自働債権）を有する。したがって、賃借人は、直ちに敷金返還請求権を相

殺することはできない（67 条２項前段）が、将来の相殺に備えて、賃料弁済額の寄託を請求で

きるという趣旨。」を挿入 

・79 頁右欄♦ の末尾に、「なお、55 条の趣旨は、給付を行う側が、給付を受ける側のある期の

給付に見合う対価を弁済していないことを理由とする、次期以降の給付を拒むことを封じるにあ

るから、賃貸借やファイナンスリースのように、ある期の給付に見合う対価の支払いがないこと

を理由に、次期以降の給付をしないことを想定していない契約類型には、55条の適用なし。」を

挿入 

・86頁上から 13行目 

 「定めている。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 民 631 条は民事再生には適用されないので、

民事再生の場合、双務契約処理の一般原則（再生 49条）による。」を挿入 

・90頁下から 12行目 

 「委任は終了し、」に「○→」を付け、右欄に「◎ 民 653 条２号は民事再生には適用されない
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から、民事再生の場合、双務契約処理の一般原則（再生 49条）による。」を挿入 

・95頁右欄２つめの◎ 

「規定している。」の後に、「ただ、再生 39条１項は、再生債権に基づく強制執行等が対象で

あって、破産のように財団債権に基づくものは除かれている。したがって、民事再生では、共益

債権に基づく強制執行は可能な点（ただし、再生 121条３項あり）で異なる。」を挿入 

・96頁下から２行目 

 「（同条１項。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生には破 43 条のような規定なし。租税は一

般優先債権（再生 122 条１項）となるのが原則。再生 119 条３号の場合には、共益債権となる

が、いずれにせよ再生手続によらずに随時弁済（再生 121条１項・122条２項）。滞納あるとき

は、手続開始の前後を問わず、滞納処分が可能。」を挿入 

・100頁上から 18行目 

 「債務者の義務に属する行為」に「○→」を付け、右欄に「♦ 本号は義務行為も非義務行為も対

象とする（本条２項２号参照）。ただ、非義務行為には本条１項２号が適用され、行為の時期が

前倒しされる。なお、方法が義務に属しないものは、本号のみが適用（１項２号と２項２号の対

比から）。」を挿入 

・101頁下から 10行目 

 「支払停止」に付いている「○→」を削除し、右欄♣ も削除 

・101頁右欄♦ 下から３行目 

 「（百選 29 事件））。」の後に、「つまり、動産売買先取特権が目的物の引渡しにより追及効を

失っているときに（民 333条）、買主が目的物を取り戻し、売主に代物弁済する行為は、義務が

ないにもかかわらず、新たに担保権を設定した上で、目的物を代物弁済に供する有害な行為と同

視でき、162条１項２号の対象となる。」を挿入 

・104頁右欄♥ の末尾に「これに対して、偏頗行為は、債務者から受益者にされた弁済等を財団

に返還させ、それと共に相手方の債権を復活させればよいから、相手方の地位に格別に配慮は要

しない。」を挿入 

・105頁上から８行目 

 「選択できる。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 民事再生でも、否認権限を有する監督委員／管

財人に同様の選択権が与えられている（再生 132条の２第４項）。ただ、事業の再建を目的とす

る以上、事業にとって必要な資産であれば、現物返還が原則だろう。」を挿入 

・108頁上から 20行目 

 「明らかにした。」に「○→」を付け、右欄に「◎ この法理を民事再生事件に援用したものとし

て、名古屋高判平 17・12・14。」を挿入 

・109頁下から１行目 

 「減ずるだろう。」に「○→」を付け、右欄に「♠ 東京地判平７・８・25判時 1574号 85頁は、

破産会社（請負人）が、破産前にした弁済であって、客観的には特定の債権者（下請人）に対す

る弁済として偏頗弁済と認められ、計数的にも破産会社の責任財産の減少と認められる場合であ

っても、それが破産会社の通常の業務に属する債務の支払いに充てられたもので、その弁済によ

り、破産会社の仕掛品が完成されて破産会社に利益が確保できるようなものについては、破産会

社のした行為に相当性があり、否認の対象とならないとした。」を挿入 

・117頁下から１行目 
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 「明らかにした。」に「○→」を付け、右欄に「♥ 詐害意思ある行為の否認（160 条１項１号）

は、債務者の害意を要件とするので、債務者自身の行為もしくは債務者の加功行為が必要。これ

に対して、危機時期の詐害行為否認（160条１項２号）や偏頗行為否認（162条）は、第三者の

行為であっても、債務消滅等の効果の点で債務者の行為と同視されるものなら、否認の対象とな

る。」を挿入 

・122頁右欄１つめの♠ の末尾に「これら最判は、譲渡担保権設定者の一般債権者が目的物を差

し押さえた場合、譲渡担保権者は、担保権者としての地位に基づき第三者異議の訴えにより、差

押えや強制執行を排除できるとしており、一見すると、譲渡担保権が会社更生手続上、更生担保

権となるとした最判昭 41・４・28と矛盾するかの如くである。しかし、これは、民事執行では、

競売手続によったのでは時価より安価に売却されてしまうため、執行において譲渡担保権者の利

益を守るには、第三者異議を認め、私的実行を許す必要があるからであり、これに対し、倒産手

続では、破産なら別除権として私的実行が保障され（185 条）、会社更生なら更生担保権とされ

ているといった専ら手続的差異によるものと評価すべき。」を挿入 

・122 頁右欄２つめの♠ の末尾に「民事再生では別除権とされる（最判平 18・７・20 民集 60

巻６号 2499頁）。」を挿入 

・125頁上から１行目 

 「許されることになる。」に「○→」を付け、右欄に「♦ なお、前掲札幌高決昭 61・３・26は、

買主の売主に対する代金支払い債務につき、信販会社が買主との立替払委託契約に基づいて、売

主に代金全額を弁済していた（いわゆる割賦購入斡旋）ところ、買主が破産した事案。信販会社

の立替金請求権は、売買代金債権とは別個独立の請求権だから、買主の立替金債務と信販会社の

売主に法定代位しての所有権移転義務は、双務契約における相互に対価関係をなす債務ではない。

売買代金は信販会社によって売主に弁済済みだから、買主が負担するのは売買とは別個の信販会

社への求償債務。この求償債権を担保するために、所有権につき留保。よって、信販会社の地位

は別除権者との判断。 

 また、買主が売主の提携する者から購入代金を借り受けて売主に代金を弁済し、後は資金を融

通した提携先にローン弁済する（その際、売主が連帯保証）約定をしていた（いわゆるローン提

携販売）ところ、買主が会社更生に至った事案につき、同旨（最判昭 56・12・22判時 1032号

59頁（百選 66事件））。」を挿入 

・130頁上から 14行目 

 「委託者の破産で終了する」に「○→」を付け、右欄「◎ 問屋と委託者との委任契約が委託者

の破産により終了する（民 653 条）と異なって、委託者に民事再生が開始された場合、民 653

条は適用ないから、委任契約は当然には終了しない。双務契約処理の一般原則（再生 49条）に

よる。」を挿入 

・136頁下から 12行目 

 「108条 1項ただし書」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生 88条本文とただし書、同旨。」を

挿入 

・138頁上から 11行目 

 「（1986）」に「○→」を付け、右欄に「◎ なお、民事再生では、民事留置権につき破産のよう

な失効規定がないから、平時と同様に留置的効力あり（東京地判平 17・６・10判タ 1212号 127

頁）。したがって、民事留置権者は目的物を引き続いて留置できる。民事留置権による競売（民
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執 195条）については、再生手続開始申立て後は中止命令の対象となり（再生 26条１項２号）、

再生手続開始後の競売はすることができず、既にされている競売手続は中止される（再生 39条

１項）。民事留置権は担保権消滅許可請求（再生 148条）の対象となる担保権ではない。 

商事留置権については、再生 53条１項により、もともと別除権。したがって、留置権本来 

の権利行使が許され、再生手続開始後も平時と同様に、再生債務者からの目的物返還請求に対し

て、被担保債権の弁済を求めて目的物を留置できる。また、競売（民執 195 条）して換価する

ことも可。ただし、商事留置権者は、再生手続開始後に競売して換価代金を受領しても、再生

93条１項１号により、被担保債権と相殺することはできない。」を挿入 

・141頁上から 12行目 

 「解されていた。」に「○→」を付け、右欄に「♣ 破産手続開始後の物上代位権の行使を消極に

解する説は、物上代位は特権として、とくに債務者が第三債務者に有する代位物につき債権者の

優先弁済権を認めたもの。その前提には、債務者が第三債務者に対して有する債権等につき、債

務者に権限が帰属していること。しかし、破産では開始決定により、管理処分権が管財人に帰属

する（78 条１項）から、債務者の第三債務者に対する債権も、手続開始時に財団所属の財産と

して、管財人に帰属。このことをもって、民 304 条１項ただし書の「払渡し又は引渡し」とす

る。 

 これに対して、積極説は、代位物の管理処分権が管財人に帰属するといっても、それは債務者

から管財人に譲渡されたわけではなく、管財人の地位は、総破産債権者のための差押債権者に他

ならないから、管理処分権の帰属をもって、「払渡し又は引渡し」にあたらないとする。」を挿入 

・142頁右欄 ◎ の末尾に「大まかな流れは、再生債務者が、当該財産の価額に相当する金銭を

裁判所に納付して、当該財産上の担保権をすべて消滅させる。異議ある担保権者は価額決定請求

ができ、裁判所が評価人を選任して財産を評価し、その価額を決定する。破産の消滅許可請求が、

任意売却により目的物の価値を最大化し、財団への組入れを図るものなのに対し、再生の担保権

消滅許可請求は、目的物を事業資産として保持することが目的。」を挿入 

・142頁下から 14行目 

 「除した額）等を」に「○→」を付け、右欄に「♥ 186条１項２号。対して、同項１号は組入金

の額を提示する場合。管財人がいずれかを選択できる趣旨だが、通常は１号か。」を挿入 

・146頁上から 15行目 

 「肯定する立場」に「○→」を付け、右欄に「♠ 同旨として、最判昭 60・７・19民集 39巻５

号 1326頁は、動産買主の転売代金債権につき、一般債権者が仮差押えの執行をした後に、売主

が物上代位権を行使することを肯定。なお、動産売買先取特権で、物上代位の目的債権が譲渡さ

れ、第三者が対抗要件を具備した後は、先取特権者が目的債権を差し押さえて、物上代位権を行

使することはできない（最判平 17・２・22民集 59巻２号 314頁）。また、抵当権者による物上

代位に関し、物上代位の目的債権が譲渡され、第三者対抗要件を備えた後であっても、抵当権者

が目的債権を差し押さえて、物上代位権を行使できるとした（最判平 10・１・30民集 52巻１

号１頁）。」を挿入 

・150 頁右欄 ◎ の末尾に「ただ、民事再生では、債権届出期間内に限り、相殺ができる。再

生計画を作成するため、相殺権行使の有無を早期に確定する趣旨である。」を挿入 

・150頁下から 8行目 

 「（102条）。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生 85条の２、同旨。」を挿入 
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・152 頁右欄 ♠ の末尾に「損保会社が破産者に対して有する不法行為に基づく損害賠償請求

権を自働債権とし、積立保険契約に基づき、破産手続開始の時点で満期が到来している分の満期

返戻金と、破産後に満期（期限）が到来した分の満期返戻金と、破産後に管財人が解約（停止条

件の成就）したことで生じた解約返戻金とを受働債権とする相殺について、原審の判断は相当と

した。原審は、破産手続開始後に、債務の期限が到来したり、停止条件が成就した場合でも、破

産債権者が破産手続開始時において、期限付債務や停止条件付債務を受働債権とする相殺につい

ての合理的期待を有する場合には、71 条１項１号の手続開始後債務を負担したときには該当せ

ず、67条２項により相殺が許されるとした。」を挿入 

・157頁上から９行目 

 「催告することはできない）。」に「○→」を付け、右欄に「♣ 債務の弁済期が到来していなくて

も、破産債権者の相殺は認められる（67 条２項後段）が、期限の利益を放棄することを強制す

るのは適当でないと考えたため。」を挿入 

・159頁下から 13行目 

 「「前に生じた原因」」に「○→」を付け、右欄に「♣ 前に生じた原因については、①債務負担の

具体的直接的原因と解する説、②相殺の合理的期待保護の観点から、債務負担を目的とする法律

行為自体の他に、債務負担の効果を生ずべき直接の基礎をなす法律関係も含むと解する説あり。

本件にあっては、①によれば、取立て完了、つまり入金のとき、②によれば、取立て依頼のとき

となろう。」を挿入 

・159頁右欄１つめの ♦ 末尾の「54事件））。」を「54事件）は、信用金庫より融資を受けた後、

支払いを停止した債務者が、保険会社との損害保険契約を解約し、解約返戻金が信用金庫の債務

者名義の普通預金口座に振り込まれた。そこで、信用金庫が貸付金債権と預金払戻債務とを相殺。

その後、債務者が破産し、選任された管財人が信用金庫による相殺を争った事案。債務負担の原

因は、振込にあるのであって、預金契約ではない。預金払戻債務の発生は、預金契約に基づくが、

債務負担の具体的直接的原因とはいえないとして、相殺を認めず）。」に変更 

・162頁上から 14行目 

 「（２号）」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生 119条２号参照。再生債務者の業務とは、事業

者を想定したもので、原材料の購入、従業員の給与など事業の維持管理等の一切の費用を共益債

権とする。生活とは、非事業者を想定し、ライフライン料金や家賃など生活に要する一切の費用

を共益債権とする。また、財産の処分・管理に関する費用は、事業者非事業者を問わず、所有建

物の維持管理費用や処分費用などである。」を挿入 

・162頁下から 14行目 

 「（４号）」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生 119条５号参照。実質的には２号と重複する部

分が多いが、業務の遂行に不可欠な借入れ（DIP ファイナンス）に基づく請求権の地位を明ら

かにする趣旨。もちろん、取引によって生じたものに限られず、再生債務者の行為に基因するも

のなら、不法行為に基づく損害賠償請求権等も含まれる。」を挿入 

・178頁下から 13行目 

 「みることができる。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生手続開始決定を受け、再生債務者（再

生２条１号）となりうる資格を再生能力。再生 18条で民訴法準用。」を挿入 

・178頁下から９行目 

 「考えられる。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 個人（再生４条１項前段）は再生能力を認めら
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れ、小規模個人再生（再生 221条１項）／給与所得者等再生（再生 239条１項）／住宅資金特

別条項（再生 196条１号本文）は、個人のみに適用。」を挿入 

・178頁下から３行目 

 「（227条）。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生手続継続中に、再生債務者たる個人が死亡し

た場合、相続財産には再生能力が認められないから、再生手続は終了する。」を挿入 

・179 頁右欄 ♦ の末尾に「なお、統治団体については、債権者の多数決により事業の再生を図

るという再生手続の目的にそぐわないから、再生能力は否定される。」を挿入 

・180頁下から９行目 

 「肯定されると考えられる」に「○→」を付け、右欄に「◎ 民事再生は、債務者の事業や経済

活動の再生を目的とするものだから、本来予定されているのは、債権債務の帰属主体としての債

務者であることは明らかであるが、これは破産の場合も同様であり、また、構成員の債務につい

て、法人でない社団等が再生債務者となって再生計画による権利の調整をする必要もあるから、

再生能力が肯定できる。」を挿入 

・181頁下から２行目 

 「ものであった。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 法人については、その組織形態や目的の如何

を問わず、再生能力あり。たとえ、公法人であっても、破産と違って再生では、手続終了に伴う

法人格の消滅が予定されていないから、公法人の再生能力を否定する必要なし。」を挿入 

・193頁上から７行目 

 「（18 条１・２項）。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 債務者に破産原因事実の生じるおそれが

あるときに、債権者にも再生手続開始申立権あり（再生 21 条２項）。この債権者は、再生計画

により配当を求める地位を有する再生債権者（再生 84条・85条１項）。したがって、一般優先

債権者（再生 122 条）は含まれず、別除権者は不足額が見込まれる限り（再生 88 条本文）、再

生手続開始申立てが可能。」を挿入 

・201 頁右欄 ♣ の末尾に「なお、再生 26 条１項２号は、再生債権に基づく強制執行や再生債

権を被担保債権とする留置権（商事留置権を除く）による競売の手続で、再生債務者財産に対し

て既にされているものを中止命令の対象とする。破 24条１項１号に比し、共益債権に基づく手

続が除外されている。つまり、再生では、共益債権に基づく強制執行等の手続は、本条の保全処

分の対象とされていない。ただ、再生 121条３項の要件のもと、中止／取消命令の対象になる。」

を挿入 

・208頁上から 21行目 

 「然るべき」に「○→」を付け、右欄に「◎ これに対して、再生 27条には、破 25条２項に相

当する規定はない。そもそも労働債権は、一般優先債権であり（再生 122条１・２項）、再生債

権者への中止命令に服しない。」を挿入 

・221頁上から１行目 

 「・122条２項）。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生債権の届出について、再生 94・95条。

なお、再生 95 条１項は、破 112 条１項と違って、「債権届出期間内に」とされる。破産では一

般債権調査期間の経過時まで失権効の基準時が繰り下げられているのに対し、再生では再生計画

の立案の遅れに配慮したものといえる。」を挿入 

・222頁上から７行目 

 「・122条 1項本文）。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生債権の調査について、書記官が再
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生債権者表を作成（再生 99条）。債権調査の方法（再生 100条）は、再生債務者による認否（再

生 101 条）と再生債権者による書面の異議に基づく。再生債務者は認否書を作成し裁判所に提

出（再生 100条１項・５項）。なお、届出がない債権でも、債務者が知るものについては、その

旨認否書に記載することが義務づけられる（再生 100条３項：自認債権）。債権調査には、一般

調査期間（再生 102条）と特別調査期間（再生 103条）。調査の結果は、再生債権者表に記載さ

れ（再生 104 条２項）、その記載は確定判決と同一の効力（同条３項）。この調査において、再

生債務者が認めず、再生債権者が異議を述べた場合、当該再生債権につき確定の手続へと進む。」

を挿入 

・223頁下から７行目 

 「条）。」に「○→」を付け、右欄に「◎ 再生債権確定の手続は、再生債権の査定の申立て（再

生 105 条 1 項）。裁判所が異議者等を審尋のうえ（同条５項）、異議ある再生債権につき、その

存否・内容を決定（同条６項）。この決定に不服あるとき、異議の訴え（再生 106 条）。なお、

当該再生債権に係る訴えが再生手続開始の時点で係属している場合、この訴訟は中断し（再生

40条１項）、当該再生債権を有する債権者が、異議者の全員を相手方として訴訟の受継を申し立

てる（再生 107条）。以後、異議の訴えとして続行。異議の訴えの判決は、再生債権者全員に対

して効力を有し（再生 111 条１項）、確定判決と同一の効力を有する（同条２項）。書記官は、

再生債権の確定に関する訴訟の結果を再生債権者表に記載（再生 110条）。」を挿入 

・229頁下から 11行目 

 「（同条５項）。」に「○→」を付け、右欄に「♥ 債務名義（民執 22 条３号）になる。執行は、

一般の引渡請求権の強制執行の方法による（民執 168ないし 170条）。」を挿入 


